
三重県における補助金等の基本的な在り方に関する条例（平成１５年三重県条例第３１号）第５条の規定により、
平成２２年第２回定例会（１１月）にかかる予算に関する補助金等に係る資料を公表します。
なお、見込みであるため交付決定とは異なる可能性があります。

第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：生活・文化部） (単位：千円)

款 項 目 事業名
2-1 大学等建設費補

助金
学校法人近畿大学
大阪府東大阪市小
若江３－４－１

45,000
(H23.4)

名張市に近畿大学工業高
等専門学校が移転するに
際して、校舎等建設費、設
備整備費、備品購入費そ
の他設置に要する経費の
一部を助成する。

(目的及び理由)
高等教育機関の振興を
図り、技術者人材の育成
に資する。
（根拠）
私立学校振興助成法
生活・文化部関係補助金
等交付要綱

外部（不）経済
公教育の一翼を担い、学
校教育で大きな役割を果
たしている私立学校への
支援は重要である。

生活・文化
総務室

教育費私学振
興費

私学振
興費

私立学校振興
費

番号 事業内容交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所補助金等の名称 支出科目室（課）名公益性の判断及び理由交付の目的、根拠及び理由

電話 059-224-2119

2010年11月25日
連絡先
総務部

予算調整室

生活・文化部 1



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：環境森林部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名

2-1

森林整備加速化・
林業再生基金事
業費補助金

（株）ＭＳＰ 55,672
(H23.3)

木材加工・流通施設整備
への支援
横架材加工機１基
集塵装置1式

法令：森林整備加速化・
林業再生事業費補助金
交付要綱
目的：間伐等の森林整備
の加速化と間伐材等の
森林資源を活用した林
業・木材産業等の地域産
業の再生を図る。
理由：間伐材等の利用量
の拡大

間伐等の利用拡大により、
森林整備の加速化と間伐
材等の森林資源を活用し
た林業・木材産業等の地
域産業の再生につながる
ため。

森林・林業
経営室

農林水
産業費

林業費林業振
興指導
費

森林整備加速
化・林業再生
事業

2-2

森林整備加速化・
林業再生基金事
業費補助金

ｳｯﾄ゙ ﾋ゚ｱ木質ﾊ゙ｲｵﾏ
ｽ利用協同組合

18,000
(H23.3)

間伐材等安定取引協定に
基づく安定供給コスト支援
協定取引量 6,000m3

法令：森林整備加速化・
林業再生事業費補助金
交付要綱
目的：間伐等の森林整備
の加速化と間伐材等の
森林資源を活用した林
業・木材産業等の地域産
業の再生を図る。
理由：間伐材等の利用量
の拡大

間伐等の利用拡大により、
森林整備の加速化と間伐
材等の森林資源を活用し
た林業・木材産業等の地
域産業の再生につながる
ため。

森林・林業
経営室

農林水
産業費

林業費林業振
興指導
費

森林整備加速
化・林業再生
事業

2-3

森林整備加速化・
林業再生基金事
業費補助金

ｳｯﾄ゙ ﾋ゚ｱ木質ﾊ゙ｲｵﾏ
ｽ利用協同組合

34,500
(H23.3)

間伐材等安定取引協定に
基づく安定供給コスト支援
協定取引量 23,000m3

法令：森林整備加速化・
林業再生事業費補助金
交付要綱
目的：間伐等の森林整備
の加速化と間伐材等の
森林資源を活用した林
業・木材産業等の地域産
業の再生を図る。
理由：間伐材等の利用量
の拡大

間伐等の利用拡大により、
森林整備の加速化と間伐
材等の森林資源を活用し
た林業・木材産業等の地
域産業の再生につながる
ため。

森林・林業
経営室

農林水
産業費

林業費林業振
興指導
費

森林整備加速
化・林業再生
事業

番号 事業内容交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所補助金等の名称 支出科目室（課）名公益性の判断及び理由交付の目的、根拠及び理由

環境森林部 1



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：県土整備部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
2-1 住宅新築資金等

貸付助成事業補
助金

津市
津市西丸之内２３
番１号

12,794
(H23.1)

住宅新築資金等貸付事業
による貸付を行った市町に
対し、当該貸付事業の実
施に伴う市町の財政負担
について、県が補助を行
う。

（目的・理由）
生活環境等の安定向上
が阻害されている地域の
住環境の整備を図ること
を目的としている。
（根拠）
県土整備部関係補助金
等交付要綱

⑤ナショナル（シビル）ミニ
マム
生活環境等の安定向上が
阻害されている地域の住
環境を整備することによ
り、最小限度の生活水準
の維持を図る事業であり、
公益性を有している。

住宅室 土木費住宅費住宅管
理費

住環境整備事
業費

支出科目室（課）名公益性の判断及び理由交付の目的、根拠及び理由番号 事業内容交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所補助金等の名称

県土整備部 1


